



























となる選択行動理論として援用し.上記の 3 点について. 多変 ;ì:~WTt'i.手iLや生存1.'1rHJモデルなど
の.主に他の分野で使われている手法と非集計行動モデルの絞合モデルを提案し.事例研究を通
じてその有効性を確認する.
まず . 主観的意識要因を明示的にモデル中に取り込むために.線形的iE方程式モデルを ~!J し、
て.主観的意識を尋tねたデータと存観的属性との問の関係を定式化した.そして.行動の'JT;tと
なる泣在変以を iS1.Hi し.その変数を非集計月IUj文型選択モデルの;;~~lij J変以に用いる手法を提案する.
~j1例研究の結果から.必楽した手法を月jし、ることにより選択モデルの迎介皮を改普され.その有
効性が示された.
|訂Jtlにdi7'(ぞitI1l、決定j白む:にろ!とづいて， 紋?形f杉5↑防;昨存幻j泣主方干紅2式モテデ，ルをjハ川|リlいし、て↑引仙|凶4人のj主:_j(似刈f的|向リなfil川lilt引( : 
j以tJLlL3i巾1/主í~ をづdね斗たテデ，一 夕と3芥~与:i仰刻f白作的|ド内!リ)1，匝属5瓦1性との|凶則{係系を!附;位な幻j治立化し.主似f的ド内jバ1制仙川1山州lifl似It山l白iリ仏山J人却tJμ!
た このit~: (1 :変放 を.日If. lì~ ~~I.! jI!I択モデルの未知fJ放をノンパラメト 1).')クにうj、イいーさせるi'(I:七グ
メントモデルに ~I J し、て.例人の 4\~1'1"'1:.を考回したjI!I択モデルをJ，U来した.この手法の:jqylJli)f-'Jどを
仮処(の ;I)~ ;5~ 下での jさ.J1-~を尋ねる S P ( Stat凶 Preference ) データ.ソ~ F~~の j笠択枯れを尋ねた R P 
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• る. また大都市圏では.自動化運転.経路案内などを統合した 1T S (Intelligent Transport 
. 115 
S ystems )が.ビーコンなどを用いて情報提供を行う V1 C S (Vehicle Infonnation and 
Communication Systems ) の供用が始まるなど実用化の段階に入り.これらを用いて経路市~:を
. 124 
. 126 
含めた総合的な交通需要の管理方策が検討されている.これまでに ~Amf(ドJ に運用された火辿 ;JJ













































































































成れを伐すことができたと考えられる.同1れり1.海外では. 1 9 8 0 il~ には非集計分析の託~.~.
を行った何日;京会ぷ (IntemationalConference on Research and Applications of Disaggregate Trave1 Demand 
4 
Moals)がイギリスの Universityof L底油で開かれ.非集計分析に対して当初の則的の大きさの
反動として様々な批判もあった(Ortuzarand Kirby (1982) ) .それに呼応するように. 1 9 8 
1年にオックスフォードで開かれた会議では.交通の分析対象として.活動を中心に据えたア









Structural Ana1ysis ofDiscrete Data with Econometric Applications (Manski and McFadden eds. (1981) } 
には.先に述べたアクテイピティ分析以外にも.本論文で研究テーマとして取り上げる問題に
ついての研究が見られる.例えば意思決定者の異質性についてのランダム係数モデルの研究
(Fischer and Nagin (1981) )やパネルデータを用いた動的分析 (Heckman(1981) )などである.
その後. 1 9 8 0年代前半からの，アメリカ合衆国において， fI寺のレーガン政権の公共投資に
対する予算削減政策を受けた連邦運輸省の交通研究に対する予算の削減や.理論的にそれほど
重要な新展開がなかったことなどが原囚で，非集計分析に対する研究にそれほとツミきな成果は
見られない. しかし. 1 9 8 0年代後半から.いくつかの興味深い理論的新展開があり，再び
非集計分析の研究が盛んになり， 1 9 9 1年にカナダで閃かれた国際交通行動学会 (ICTB;現


























い単一時間断而での消計者意思決定例迭を図 1-1に示す.この中で. J笠好の意思表示 (sP) 
と1l目立の指悼および知覚仰の指標の 3つが交通行動分析に主に用いられる意識データである .
このような意識データについては，非集計行動モデルの創成WJから.交通行動理解のために霊
安であることが1':1摘され. 1 9 7 0年代にこれらを取り込んだ非集計行動モデルの研究が盛ん
になった(Pas (1990) )が.非集計行動モテデfルの背景に仮定される安効)Jμl川「日Ji最走大化原翌号型nという明似
な}IJl引Li，可治JA命l占}と?拾主合f性tを{保呆てる分析手j法去が石祈硲1在t立していなカか、つたことなとど..，にこよつて. 1 9 i n ir:代後半
にはド火になり .その後定性的な意識分析が.交通行動を型的午するために行われてきた. しか
し.マーケテイングリサーチの分野ではその主要性がより強く認識されており，これらのデー

















(Morikawa (1989) ) 
表すデータは.被験者に仮想の選択状況を提示し.選好を尋ねたときの回答を用いることが多
く， 一般にsP (Stated Preference)データと呼ばれている.そして質問の形式により選択データ.
ランキングデータ 評有データ トランスファープライス lなどのマッチングデータ 2が存在する
(森}II(1991) ) .その他の意識データは測定しようとする対象により.知覚f直指傑と態度指

































音I~の分析に非民計モデルがnJ v、られることが多い.その中にはトリップチェイン ~í. f立での ~~JJl J 
h~大{じゃ. 11ギ ~n\j プリズム内で・の効月j長大化を仮定するモデルなどが存在する.ただし交通
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しかし.これまで適用されてきたモデルでは.選択行部J を説明する~囚として.所妥11寺 uu ・:ft
用などの定量化が可能なものしか用いられないことが多かったが.実際の選択行動メカニズム
は.定量化可能な要因以外にも.潜在的主観的要因によって規定されていることは自明であり.
また指摘-研究が非集計モデルの創成期から現在まで続いている (例えば Reckerand Golob 























(SP) 、~ー.--- I 




ーー ーー ーー 》 測定方程式
I I 観測可能な要因
くこ二二〉観測不可能な要因
凶 1-1 (再掲) 消費者意思決定過程解析のフレームワーク (Morikawa (1989) ) 
というJ旨僚で去されることが多い.
これまで.凶 1-1の点線で固まれている潜在的要因は.ブラ ックボック スとして扱われて
きたが.先述した ように，マーケテイング・リサー.チの分野で、は.その構造を解明しようとす
る試みが近年行われている (McF証比n(1986) ) . その応用として交通行動分析の分野でも.





































Koppelman and Pas (1980)は選択肢の客観的属性と知覚値.知覚値と選好.選好と選択の関係
をモデルで去し.囚子分析を用いて知覚値と態度 (feeling)を求め.ロジットモデルを汀jし3て知
党イI~だけの選択モ デル と知覚11~ と態度を用いたモデルの比較を行なっている， Koppel rnan and 
Lyon (1981)は2問領のデータを用いて Koppelmanand Pas (1980)と同校の方法で選択肢別の
態度を!日いたモデルと選択肢問で共通の態度を用いたモデルの比較を行なっている， Morikawa et 
叫 (1990)は本研究のベースとなるもので.消費者行動仮説に基づき. SP データや Ti ~ i\tデータ
を統合した交通行動モデル構築のサブモデルとして.線形t1年造方程式モデルを用いてi汗花変数
を同定する方法を促案し.知覚値を取り入れた交通機関選択分析を行なっている.一万国内で


























化が容易な妥因だけを取り入れているものがほとんどであった. しかし. 多 くの研究1';'が指摘
しているように.実際の行動は.様々な定性的要因が影答を与えていると考えられる (例え ば
Ben-Akiva and Morikawa (1990) ) ，特に本論文の事例研究では， 鉄j芭と自動卓の選択を取 り以
うので.具体例としてこの 2つのモードに関係する定性的要因を挙げた.



















( .1 )安全性(Safety仕omAccident) 
その交j邑機関の. -'J~汝の起こりやすさ.また事故が起きたとき受ける被害の大きさを示すも
のである.鉄道は. .;.~字 f円軌道を走行し安全装置も備わっているが， 一度事故が起こるとその被
害は大きい.自動車は.徐々な交通手段と道路 を共用しており .走行は逆転者の判断に依仔し
ているため.安全性は低いと考えられる.










( 7 )イメージ (Systemimage) 
利用者が.その交通機関に対して抱いている心象であり‘これは人によって，鉄道に対して
も自動車に対しても異なる









(Assael (1987) ) .商品の情報収集を行いプランド!日]に述いが見られないとき.購入した後に
購入したブランドを支持するような情報収集を行い.その尚-品の全体(Jりな評価を形成するとい
う過程をたどる(秋山 (1995) ) .本研究で扱う交通機関選択においては.ぷ知的不協和とは
自己の選択 した代替案に対して 後にその選択を評価したとき.それがベストの選択という白
信がもてない状態が認知的不協和の状態で. 意思決定者はそのような状況を解消するために臼





































うに態度測定などを計算機で処理する場合， H好き-嫌いH などの程度を表す言葉に便宜的に H
1 -5 ..などの数値を割り振ることが多い，これはあくまで便宜的なものであって.非常に好














尺度)か.質的変数 (名義尺度または順位尺度)であるか， 2. i替在変数が量的変なか質的交





顕在変数 i替在変数 特定の構造 分析法
塁Fヨ王 ヨEヨ三 盤 探索的因子分析
s年ヨz 呈Eヨ主 有 確認的因子分析， LISREL 
~ 斤員斤 鉦 潜在プロフイール分析
豆主
斤貝斤 有
貝斤芹 主E主ヨ f旺 カテゴリカルデータの因子分析
員斤斤 塁巴ヨ王 有 項目反応理論
員斤斤 員斤斤 鉦 潜在クラス分析
貝斤斤 斤貝斤 有

















デルは. 図2-1の例の ような変数問の因果関係を表すパス ・ダイアグラムをモデル化する際
に有効な手法であり.本研究においては非常に有効であると考えられる.
モデルは基本的に 「構造方程式 (structuralequations) Jと「測定方程式(measurement equations) J 
という2種類の式から成り立っている.変数問の因果関係は構造方程式で表され，構造方程式











































































u* -a'x + c'x* +ν (2.11 ) 

















1 : ifu*~O 
d = { 











































































l花終的には (2.27)式で表される選択確率によってプロピット・モデルをつまり.ものである.1 ABs 
M) =1 Bs 1 
La'x+c'BsJ 
この段階推定により.同時推定量に比べ有効性は落ちるが一致'1惜のある推定することになる.(2.21 ) 
(Amemiya (1985) ) .具体的には次のような 2つのステ yプを行な推定量を得ることができる
つ.A'Pc A'P 
。?????? ? ? ? ? ? ? ? ?
?




* * ここで.観測可能な変数Y，x， sが与-えられたときの x， uの条件付き分布は.




[:卜 MVN(M2，O2) (2.28) (2.23) 




M'J=I Bs+'PA'(A'PAゆ )-1(y-ABs) I 



















2-4-2 ( 2.26) 
1 )認知的不協和となる.
壬刀n心、2-2-3で述べたように，本研究では認知的不協和の存在しうるデータを用いるため.このとき.離散型選択モデルの選択確率は次式で与えられる.
ここで再び認知的不協和を簡単に説明すると.知的不協和を考慮したモデルの定式化を行う.附|山同(d~'x+c'{Bs+'P A'(A 'P A'+0)-I(y -ABs)1) 
¥ V 1 -+-〆(，、c I その要因を好意的に解釈しようとするもの認知的不協和とは自己の選択した代替案に対して，
(2.27 ) 

















μ* = a'x + c'x* +ν (2.31) 段階推定と同様に.すべての変数が正規分布に従う と仮定すると以下のよ うな託与が行われ
x* = Bs + c (2.32) 牢*る. Y. x . uの同l時確率分布は.
1 : ifu*三O
d= ( 











L a'x+c'B s J 
I A'P~+e 
n1司、PA'



























M2i aごx.l (2.39) 
と考えられる. よって x の推計値(日行edv剖ue) を計算するときは.パラメタ-rを除いたパラ
ぐ~l (2.40 ) 
メタ一行列で計算し，その値を (2.11)式の効用関数に代入したうえで (2.11)式. (2.13)式
で表される離散型選択モデルを推定するというものである.
* となる.このとき Y. dの同時生起確率は x の分布形を与えることによって，次式で与えられ
る.
32 33 
Pベd，Y)=引い (2.41 ) ABs 
M] ヰ Bs
L a 'x+c'B s J 
I A 'P 1¥:+8 
n]ヰ'PA'
















il付き同|時生起確率にxの確率密度関数をかけ さらにxについて和分を行なう ことによ りy，
dの出現確率が得られる.ただしパラ メタ一同定のため Vは， 1 (1は単位行列)である とする.
この向日寺推定により得られる最尤推定量は.段階推定より漸近的有効性が高く一致性をもっ.
ここで，Y とYの関係について
Yj寸if9j=1 <Y~三9j for j=O，・ ..，6 90=ー∞，96=+∞ (2.45) 
A={ Y*lconsistent with observed Y} (2.46) 
2-4-4 知覚値指標の離散性を考慮した同時推定
本
として. x が与えられたときの Y の条件付き分布は，






Y車Ix*=N(Axホ，8) (2.47 ) 
で与え られる.これから.x が与えられたときの Aの尤度は，
古川町「TM;~l-φ( 向i-I-(入l!?i必~ll (2.48) 
とな り.このとき Yiゴiならば， sが与えられたときのYの尤度は
1 )選択確率の誘導




れる. Y . x . uの同時確率分布は，




[ : l-山(M2，02) (2.50) 
ただし，
ただし.
M2i a'x::'x' J (2.51 ) 
34 35 
ぐ ~l (2.52) 
と;jとめられる.






1致、pの正規分布に従うとしたときの Y ， uの条件付き分布が (2.50)式で与えられる.また同
じ条件下での観測された.知覚値指標Yと一致する真の知覚値Y の関係が (2.49)式で与えら
牢 牢
れているから.Y. dの条件付き同時生起確率に xの確率密度関数をかけ.さらに xについて








































1 : 40歳以上の時;0 :そうでないとき
幹線旅行時間 (乗り換え時間を含む) (単位 :時間)






























(2.59) Xl*二 slaged+戸2lhtime←sifirst+s4agedxlhtime+ S} (2.54) X} * = slaged + s2lhtime←sifirst + s4agゆくlhtit
交通機関の利便性
交通機関の利便性






































Y6 (overalO λ9 λ3 λ2λ7 
λ10 λ4 λ3λa 





日 =ao + alCOStpp + 0_lhtime+ o3trmtime+ 04.再fern+ asbusiness + Of!emale 




u* = ao+ a)costpp + a2lhtime + a3trmtime+α4xfern + asbusiness +街角male












が (2.28)式によって計算される.この値を用いて選択モデルを推定 した結果を表 2-3に示す.
支2-2の結果をみると，その推定値は t値が小さい もの も多いがし 3ずれも予想どうり の符号














(xl) (xゥ). -0.232 0.406 (aged) (-1.4 ) (3.3) 0.170 
-0.292 (0.8) (relax) 
( -1.3) 
。 (lhtime) 0.772 
-0.522 (1.8) (relia) 。
( -2.1) (trmtime) 1.49 ，、 。 (flex) B' = I 0.286 A= (4.3) 




( -0.6) (牧rn) 0.686 0.329 
0.164 (3.1) (2.0) 
(safe) 。
(1.6) (freepark) 1.64 2.43 
-0.0405 (2.6) (5.9) 
(overall) 
( -0.1) 





鉄道定数 0.322 (1.0) 0.538 (2.0) 
費用 0ー.0338(-4.1) ー0.0268(-4.2) 
幹線旅行時間 0.0751 (0.2) 0ー.405(-1.6) 
端末旅行時間 1ー.18(-2.6) 1ー.57(-4.2) 
乗換回数 0ー.316(-1.7) ー0.195(-1.3) 
ピジネスダミー 1.33 (3.6) 0.942 (3.4) 
女性ダミー 0.652 (2.6) 0.466 (2.3) 
快適性牢 0.882 (2.7) 
利便性牢 1.39 (4.1) 
サンプル数 219 219 






















) (xヲ) (d) 




。 (lhtime) 1.00 
-0.248 (1.2) 
。(reliα〕。
( -0.8) (trmtime) 1.98 ，、 。 。(flex) s' = I 0.147 A= (2.0) 





(-0.01) (べfern) 0.593 0.295 
0.130 (2.0) (0.8) 
。(safe) 。
(1.2) (freepark) 1.51 2.31 
0.0760 (1.6) (3.1) (0νera/l) 
(0.2) 













-) (x守)-0.427 0.378 (αged) ( -2.4) (2.4) 0.433 0.280 
-0.323 (7.6) (3.2) (re/ax) 
( -l.7) 
。 (lhtime) 0.527 0.661 
-1.98 (12.5) (10.2) (relia) 。
( -9.0) (trmtime) 0.815 ，、 G (f/ex) B' = I 0.281 A= (14.7) 
(0.9) 




( -3.7) (宅fern) 0.462 0.311 
0.482 (11.6) (5.2) (safe) 。
(3.5) (freepark) 0.784 1.76 
-0.339 (8.5) (14.1) (0νera l) 
( -1.3) 








鉄道定数 -1.81 (-0.9) 
費用 -0.0379 (，-4.3) 
幹線旅行時間 0.379 (0.9) 
端末旅行時間 -0.818 (-2.3) 
乗換回数 0ー.230(-1.2) 
ピジネスダミー 1.28 (3.3) 
女性ダミー 0.700 (2.9) 
快適性* 1.29 (-1.8) 







































































































































ド 0.347 0.242 
p2 0.201※ 0.242 
() 内は t値 ※LISRELモデルとあわせた全体の尤度比 ()内は t値
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移性 (Convenience)を表していると考えられる.特に LISRELモデル部分のパラメターの t値が
大きいものが多くなっている.選択モデル部分の結果をみると.定数項の値の絶対値が大きく
なっていることに気づく.これは.その t値が低いことから考えて.批定値自体はたまたま大き



















(-3.1) G (lhtime) 
( -5.6) ( -4.7) (relax) 
。-2.93 -0.765 -0.688 (relia) 
B' = 1-0.279 
( -8.2) (trmtime) 
( -5.9) ( -6.4 ) 
，、 。0.206 
( -0.8) 
。 (first) A= (2.2) (βex) 
。-0.263 。0.740 (ease) 
(-2.0) 〔χfern)
(5.3) 
。0.318 0.0695 -0.315 
(2.5) (freepark) 




。(aged x lhtime) (5.0) (9.3) (overall) 
threshold'=|| -224-1 09 0.227 

















0ー.376 (ー0.8) 0.538 (2.0) 
-0.0408 (-4.5) 0ー.0268(-4.2) 
-0.235 (-1.6) 0ー.405 (ー1.6) 























定モデルをモデル 2 同時推定モデルをモデル 3，知覚値指標の離散性を考慮したモデルをモ
デル 4，と呼ぶ.
45 
まず.段階的に推定す るという同ーのカテゴリ ーに所属する，モデル lとモデル2について
比絞する. LISRELモデルの結果を比較するために LRS(Likelihood Ratio Statistics)の仙を比べ
ると
LRS (Modell) =66.7 (39) 













LRS (mode13) = 
66.7 (39) 
123.7 (39) ()内は自由度






























































構造方程式 xホ=Bs (2.63) 












鉄道定数 0.533 (1.6) 0.415 (1.3) 
費用 0ー.0275(-4.2) -0.0348 (-4.1) 
幹隷旅行時間 0ー.246(-0.5) 0ー.0126(-0.0) 
端末旅行時間 lー.53(-2.7) lー.38(-3.0) 
乗換回数 0ー.180 (ーl.1) 0ー.332 (ー1.8) 
ビジネスダミー 0.874 (2.8) l.39 (3.7) 
女性ダミー 0.472 (2.3) 0.662 (2.6) 
快適性* 0.573 (0.5) 0.763 (2.2) 
利便性* 0.0631 (0.1) l.55 (4.1) 
サンプル数 219 219 






鉄道定数 0.544 (1.9) 0.418 (1.3) 
費用 -0.0273 (-4.2) -0.0339 (-4.1) 
幹線旅行時間 -0.245 (0.3) 0ー.0199(-0.1) 
端末旅行時間 -1.56 (-3.2) -1.37 (-3.1) 
乗換回数 0ー.187 (ーl.2) -0.322 (ー1.8) 
ビジネスダミー 0.904 (3.0) 1.34 (3.7) 
女性ダミー 0.469 (2.3) 0.646 (2.6) 
快適性牢 0.497 (0.2) 0.914 (2.5) 
利便性牢 0.0230 (0.0) l.54 (3.9) 
サンプル数 219 219 
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本章では.個人の異質性を考慮した非集計分析の方法論を展開し. s P. R PおよびfE皮デ
ータを用いて意思決定者の噌好の違いを考慮した交通手段選択モデルの提案を目的とする.
非集計モデルを用いて個人のH誓好の淫いを考慮する手法は一般に次の 3種類に分類される
(片平(1987 -1) ) . 1つは個人属性別やトリ ップ目的別などの外的属性を用いる方法である.










ことは難しい. 2番目に示された 噌好が同質な集団に分割すること を目的とするベネフィッ











fTが多い. fY~ えば. 目 的地が与件である場合には選択可能な交通機関が限定されることや. 日
r:1J [j的 トリ ップと業務トリ ップでは時間価値やトリップチェインパターンが異なることなどが





















































よると， S Pデータの最大の問題点はその信頼性であり、信頼性は SPデータの選好と市場で
の選択の一致生を指す信憲性と SP実験の条件による回答の変動を指す安定性の 2面を持つ
としている. 森川 (1991)はRPデータと SPデータの特貨を表3-1のようにまとめている.
このようにSPデータと RPデータは相互補完的関係にあり，これらを同時に用いたモデル
が， Ben-刈<ivaand Morikawa (1990)によって提案されている.また，その発展形として誤莞項







表 3-2 アプリオリセグメントに用いる主要な基準 (田中 (1992)) 求める便益(ベネフ ィッ ト) もしくは2章でも 述べた態度を法相iとした.つまり効用パラメー






とを 3-1で概説した.ベ不フィッ トセグメンテーシ ョンによるアプローチは先の外的以竹に
よるアプローチと同じく.同一セグメン トでは同ーの効用パラメ ータを持つこと を仮定してい
るが.より効用関数の同質が保証されう るセグメンテーション指悼の探;Jどを目指すものである.
一方.ランダム係数型アプローチでは母集団内で異なる効用パラメ ー タの分布を.ある特定の

























1 )形成さ れるセグメン トは基準に関して十分に同質的でなければならない.
2 )セグメン トはそれを形成するのに十分な大きさがなければならない.
ベネフィット
3 )各セグメントは他と 区別して接近可能でなければな らない.
質性を考慮する場合は個 人の性別や職業 収入 といった社会経済属性やトリ ップ目的などのト





場合にはそれを基準にしてセグメンテーションを行うこと が最 も望ま しいと考えられる.その
考えに基づいて.個人パラメータを測定し.セグメンテーションを行った研究としては Currim
集団を分割して.それぞれのセグメントごとに異なるモデル構築を行うことが多い. 表 3-2 
に主なアプリオリセグメ ントの基準を示す.




































が行われている (Nicho)as(1993) ) .このモデルは個人間で、パラメータは同ーと仮定するより
も理論的には優れており.ロジットモデル開発の初期から提案されている. Daganzo (1979) は
プロピットモデルにおいて，パラメータに正規分布を仮定することによって個人の異質性を考
慮することができるということを論じている. このモデルは，簡単な再定式化を行うことによ
って一般化プロピットモデルの定式化に帰着する. Fisher and Nagin (1981)は仮想の駐車場の2
60 
項選択を例に一般化プロ ピットモデルの有効性に関する実証的分析を行っている. しかし。 こ
の再定式化された一般化プロピットモデルは 3項以上の多項選択においてはその推定が非北-に
困難となり.その推定法に関する最近の研究としては McF反ren(1989) ， Bo凶JCand Ben-Aki va 
( 1990) ， Lam and Mahmassani ( 1990 ) 等が挙げられる. その他にもマーケテイングの分~'fでは
ガンマ分布を仮定するモデル(例えばGupta(1991)など)が用いられることもある.このよう
に効用パラメータ総てにパラメトリックな分布を仮定するモデルではなく.一部の変牧をパラ
メトリックに分布させる MixingDistribution MOO!Iやノンパラメトリ ックに分布させる Mass
Point Mo企!などが西井ら (1995)によって目的j也選択モデルにj創刊されている Mixing
Distribution Moalをパネルデータに用いて個人の異質性を検討した研究に Hensherand Wrigley 
( 1986)があり， Mass Point Modelを用いてパネルデータの消耗バイアスに存証する例人のYU1
性を検討したものに藤原ら(1996)がある.これらのパネルデータを用いた異質性の研究につ
いては 4章で解説する， Mass Point Modelの一般型である潜在クラス分析の考え方を応"JfJした滑
在セグメントモデルが.近年マーケテイングリサーチの分野で適用例が多く見られる (例えば
Kamak町aet.al(1994) ) . これは各個人を観測不能な真のセグメントに分類するのは不可能で
あると考え.各個人は各セグメントに確率的に所属するものとして.各個人のセグメントへの
所属確率と セグメントごとのパラメータ値を同時に推定するものである.潜在セグメント を考
慮したモデルは他に Kamakuraand Russel (1989) ，片平 (1991)， Swait (1993) ， Kamakuraet. 
al， (1995) ， Kamakura and Wea1 (1995) ， Gopinath and Ben-Ak.iva (1995)らがある.この手法









考えられる. しかし.複数SPデータは4章で詳しく述べるパネルデータと同様に. 3 -1で
述べた SP固有の問題だけでなく他にもいくつかのバイアスを持っている可能性が指摘できる.
ここでもう一度森川(1990)に基づいてSPデータ固有の問題である信頼性について詳しく述
べる. s pデータの信頼性とは大きく分けて 2つに分類される.一つはSPデータの信jE性で
あり. もう一つはSPデータの安定性である. s pデータの信活性とは， s pデータは選択結
果が被験者の効用レベルに影響を与えないため.実際の行動の場合と は異なった意思決定のプ
ロセスによって答えてしまっ問題であり t S Pデータの安定性とは， S Pデータの属性や選択
肢の設定の仕方によって回答が変動する問題である.このような特性を持つSPデータを同一
個人から複数採取することによって，以下のような影響が加わると考えられる.
1 )被験者の疲労に よるデータ精度の低下 (Fatiguee仔ect)
2 )複数回の回答が意思決定に影響を与えそれぞれの選択が独立性を失う (Inertiae仔ect)



























































































。 。 • • 
定数項/費用
呼93j発G
20 -20 20 -20 

























理由としては，もともと総所要時間をあまり考慮していないということも考えられるが、 s p 
質問の設定において新規高速船の所要時間を一定であると仮定しているために.回答者の注意
が変動させた運賃や運航頻度に向けられてしまったという可能性も高いと考えられる.費用に








全 データ セグメント 1 セグメント 2
フェリ一定数 1ー.69(-6.8) -3.55 (-6.6) 1.28 (2.0) 
H~!lf [j庁 0ー.312 (ー7.4) 0ー.340(-3.9) 0ー.704(-5.4) 
運行頻度 1.91 (8.3) 4.02 (6.1) 1.06 (3.9) 
ïÌft~'所要時間 -0.0649 (-2.1) 0ー.103 (-1.7) 0ー.0293(-0.8) 
観測数 492 240 252 
p2 0.270 0.381 0.318 
p- 0.255 0.325 
x2イ直 X2ニ 42.69 Xo.o/(4) = 9.49 
()内は t値
度に対するパラメータの絶対値はセグメン トlの方がセグメント 2よりも 4倍大きくなってい
る.これを単純に比較すればセグメン トlはSP質問の運航頻度の変動により敏感に反応し.






るセグメントであり.一方セグメン ト2は.定数項が正であるので利用意向そのものも 高く .
安い運賃の設定によってよりいっそう高い利用率が見込めるセグメントであると推察できる.
ここでBen-A1dvaand Morikawa (1990)で提案されている SPデータと RPデータを同時に用








セグメント 1 (負定数項) セグメント 2(_iE定以瓜)
自家用車利用者 9 4 2 






























0ー.0288(-0.1) -3.23 (-6.0) 
0ー.488(-5.8) 0ー.580(-3.2) 
1.43 (6.0) 3.59 (5.4) 
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ここで， 1皆在的な態度 を定量的なj替花的態度変数として推計する.その方法は. 2 Jir~ で行っ
たi替在的知覚値の導出と同様に， 潜在的態度変数と観測可能な客観的変数(何人の社会結済以




。 ? ? 20 30 40 50 60 
図3-1 選択された態度指標の集計結果
構造方程式



















るのかを上位 10位まで示した ものである. 当然、の事ながら，所要時間の短さとペアになる項目
が多いが.特に混雑と所要時間を同時に選択した人が多く，自家用車利用者は混雑の影響とし





ミ手*二Bs+'JIA'(A'JIA' +9)(Y -ABs) (3.3 ) 
表3-6 LISRELモデルのパラメータ推定結果
(Wj) (w、)
0.854 。(congestioJ7 ) (w;) (w;) (4.1 ) 
-0.0326 0.0343 (female) 0.487 0.685 (rrans.fi引・)( -0.7) (0.8) (2.0) (2.4) 
-0.104 0.0572 (age20) 。 (confort) ( -2.2) (1.3) 
-0.0313 0.0321 (age50) 
。1.13 ( ease) 13=1 (心7) (0.8) A= ( 4.1) 
-0.0071 -0.0164 (job) 
。0.541 (silent) ( -0.2) (-0.4 ) (2.7) 
0.0223 -0.648 (sigh.tseeing) 0.459 1.00 (cheαp) (0.5) ( -1.4) (1.6) (3.2) 
0.0915 -0.0800 (sports) 。( short) (1.9) ( -1.8) 
0.962 。 (reliα) (4.3) 
L 
推定値下の o内は t値






































































































































Yj (congestion) λj 0 ε1 
Y'1 (trαnsfer) λ2λ5 εヴ
Y3 (comfort) 。 ε3 
Y4 (ease) 。λ6 [:]+ ε 4 一Ys(silent) 。λ7 ε 5 
Y6(cheap) 九九 C6 
Y7(s!7ort) 。 C7 
Y8(relia) λ4 0 ε8 


























の検討を行う.最後に. R P . S Pモデルを推定しセグメンテーションの安定性の検討を行う.














































表 3-7 態度変数に基づくセグメント内の RP利用交通手段分担率
全データ 快適性重視セグメント 所用時間重視セグメント
鉄道 36% 22% 49% 








通手段に関するダミー変数(1 :鉄道利用者， 0・車利用者)を加えて推定を行う.このダミ 一変
数は.s Pデー タのバ イアスである過去の行動の正当化を反映させるため (森川， Ben-Akiva 
(1992) )だけではな く， 前述 した鉄道利用者固有の利用意向または実際の利用交通手段を利
用するという制約による SP選好の変動の大きさの測定を目的として導入する.パラメ ータ推
定を行った結果が表 3-8である.セグメンテーションを行わないモデルと比較して. 戸2値は
あま り向上していないが，尤度比検定によ り有意水準5%で各セグメン ト問のパラメ ータベクト
ルの等価性は棄却され. このセグメンテーショ ンの有効性を示 している.また，時間に付する
パラメータ値が快適性重視セグメントにおいては有意でないのに対し て.所要時間1fi視セグメ
ントにおいては有意になっている.これは， 交通機関の選択に所要時間を重視すると答えた人
は. 所要時間の変動に対して有意に反応するこ とを示している. 得ら れたパラメータの指定値
から各セグメントの時間価値 (総所要時間のパラ メータ値/総費用のパラメータ値)を算定す







-0.469 (-l.2) -0.781 (ー1.7) 
0ー.380(-6.7) -0.512 ( -5.7 ) 
1.11 (5.9) 1.75 (7.4) 
























続いて.3-3-3と同様に SPデータと RPデータを同時に用いたロジットモデルの推定 を
行う.用いた説明変数は. R Pモデルに固有な変数として鉄道定数， S Pモデルに固有な変殺
としてフェ リ一定数.運行頻度，表3-8と同様に実際の利用交通手段のダミー変数 (RPダ



















表 3-9 潜在的態度変数に基づいたセグメント別の Sp.RPモデルの推定結果




































































の滞在変数を規定する手法として用いられることもある.ここで.柳井ら (1990). Dillon and 
Kumar (1994)を参考に一般的なモデルを簡単に説明する. 2値データ xの反応傾向のばらつき
を説明するため，いくつかの潜在的なクラス(集団)を想定する.クラスの数を cとし.それぞ
れのクラスを kで表す.そのときある反応パターンxを得る確率は


































~s ・ TGs : 未知パラメータベクトル
久IS 個人月のセグメント sに対する帰属度変数の誤差項
(3.8) 





ヱル~" (3.9 ) 
意思決定者nが潜在セグメント sに帰属し，代替案iを選択する同時確率は.局所独立性の仮
定により以下のような形で表すことが可能になる.








y川 =rpsGHp+に5C-"a+ rZ5x"5 +ふ
文叩 =BpG.叩十S/lP
え。 =BOG-F20+CNG





rp5， rn5， rn5， Bp' Bn 推定されるパラメータベクトル
CωSI1P，S"a ランダム項
このとき，個人レベルでのセグメントメンバーシップ関数は以下のようになるo

































































3 -.1 -3で求めた態度変数を用いて. 潜在セグメント 分析と離散型選択モデルを組み合わ
同一個人から繰り返し採取するデータを用いて離散型選択ここで，せたモデルの推定を行う.




(Amemiya (1985) ) . 定は一致性のある推定量を与える







































































大 きくなるとセグメント 2への帰属確率が高まることを示している.つまり，図 3-9で45 
度線より上に離れるほど個人のパラメータはセグメント 2の値に近づき， 4 5度線より下に離








表 3-11 SPデータを用いた潜在セグメン トモデルの推定結果 (RPモードダミー)
制約モデル 潜在セグメントモデル
変数名 全データ セグメントl セグメント 2
フェリ一定数 -1.96 ( -4.2) 7.62 (4.6) 
総費用 0ー.160 (-3.4) -3.09 ( -5.8) 






















続いて，この分析手法を拡張して SP . R P両方のデータに適用した.複数SPデータに|浪














λ/1; . S P . R P質問，セグメントにかかわらず，同一個人で共通の値を取る誤差を表す系
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尺(i['I2，..，iL，j)= f~庁(ÎI Iλ)げ(i2I川町f(il|人)F(jl人).f(人)d人列相関項 ( 3.28) 
f(λ) :の同時確率密度関数uj;x:S P質問の効用の誤差項
U，ff5:R P質問の効用の誤差項
この 2↓支|有J住最尤推定法により未知パラメータを推定する.これを個人の尤度関数として，ガンベル分布ロジットモデルを用いて ~(g定されるパラメータは .よく矢口られているように.







ただし.ーの導入は他のパラメータの推定値にそれほど影響を与えていないことがうかがえる.(3.31 ) V訂(ufム)=μ2var(υ1) 
潜在セグメント iにおいてはRPモードダミーは有意となっているため，適合度が少し向上し
また各セグメントへの帰属確率は帰属度関数をSPモデルと同様に





















げ(i，I人)= I ~r~~ (i， I人)札 1.96 (6.6) 2.7 (7.2) 0.986 (7.5) 頻度(3.32) 







































セグメント l セグメント 2
0.149 (1.5) 4.14 (4.8) 
0.0941 (3.1) -2.01 (-6.5) 
0.145 (5.0) 0ー.221(-3.0) 
3.27 (6.7) 1.88 (6.4) 

























いう制約条件が課されてるため 個人パラメータに基づくセグメントは その制約によって 11:
じたSPデータの選好の傾向に影響を受けている可能性があることが事例研究により明らかに
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ータの利点を示す例として以下のようなものがある (Hsiao(1986) ) . 

























































点での確率が定義されていることとなり， 4 -1で述べた客観的事実に反する. Heckman and 
Willis (1977)は個人の非観測異質性を考慮するため (4.1)式を次のように変形している.
P(Yi， = 1Uj) = F(x;，β+Uj) fori=1，2，..，n t=1，2，...T (4.2) 
その上で被説明変数Yi， を，非観測異質性項Ujが与えられたという条件付きで時間的に独立であ




つ「系列相関 (SerialCorrelation) Jである. Heckman (1981)やHensherandWrigley(1986)は
「状態依存性」を「真の状態依存 (TrueSta住民間1dence)J ，系列相関を「疑似状態依存 (Spurious


















り. Hensher and Wrig1ey (1986) .兵藤 (1988) .山田 (1991)の分類によると以下の 5系統が
存在する.
1 )マルコフ連鎖モデル (Amemiya(1985) ) 
状態依存性を明示的にとり扱うモデルの代表例として.古典的なマルコフ連鎖モデル





















前出の Daganzoand Sheffi (1982)は，系列相関をランダム係数モデル (RandomCoefficient Model) 






































パネルデータを用いて個人の異質性を考慮した研究として， Hensher and Wringley (1986)は、
非観測異質性や状態依存について詳しく述べ.Carcli仔ConsumerPanelを用いて MixingDistribution 
Modelを推定し，非観測異質性を取り込んだ買物行動のパネル分析を行っている.同様にDunnand 
Wringley (1985) もCarc担任 ConsumerPanelデータを用いて MixingDistribution Moalを推定して
いる. Hensher et. al. ( 1992 ) は自家用車の使用に関して，パネルデータのLe丘~ensoring (Ini t i al
Condition)の異質性を考慮したモデルを構築している.ここでのLe丘北nsoringの問題とは.行
動の状態依存性を仮定した場合一般に調査を開始する以前の状態についての情報は手に入れる
ことが極めて困難で、あり パネルデータを用いたとしても WAVE1 以降についてのみ状態依存
を分析することが可能なだけであり.それ以前の状態による行動の依存性は分析できないという
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問題を指す (HensherandWringley(1986) ) . KitamuraandBunch (1989)ではパネルデータを用
いて . 状態依存性と非観測異質性の影響を考慮した I~ 家用 l巨の保有行動を分析している. Meurs 
( 1993)はDutchMobility Panelを用いて. 自家用車保宥とその使JlJを.誤差項のHI羽を考(さし
たMassPoint Modelを用いて分析している. Kim and Mannering (1992)は.活動継続|時間を生存
時間モデルを用いて分析し，その分布形をガンマ分布に従う個人の呉氏性項によって変動するワ









































YL=FcG:s 十 ~Zns 十 6 (4.5) 
応:個人nのセグメント sに対する帰属度関数
G，fs:個人nの潜在セグメント sの帰属度に影響を与える態度変数
Z" 個人 1の潜在セグメント sの帰属度に影響を与える社会経済属性ベクトル
TG • ~:未知パラメータベクトル
8"s個人nのセグメント sに対する帰属度関数の誤差項




n rGG~， + T=tz.n 
~IS=S エιGnk+T=t:'n e v ， . (4.6) 


























3) S C， ItJ心{勾最寄り スーパーそれぞれに対する交通利便性.および買物利便性を総合的に




u;ν;c. Uβ UJL:それぞれ個人nのSC. 甲府市中心街 j泣寄り スーパーの効m














ネルサンプルが少なかったため 各 WAVEのサンプル数は 51人， 総観測数にして1() 2にと
どまった.
大きく.被験者の環境の変化が活動に与える影響が明確に現れやすい休日を対象としている.




SC定数項3※1 l.12 (i.9) 0.0348 (0.1) 
SC定数項4※i 0.633 (l.1) 0.0859 (0.2) 
距離 ー0.820(-2.9) -0.561 (-3.1) 
交通利便性 0.139 (l.0) 0.309 (3.0) 
買物利便性 0.701 (2.8) 0.341 (2.2) 
観測数 42 60 
ーー ウ 0.384 0.116 p 







これらのデータが総てそろっている WAVE3， WAVE 4の両方ともに参加しているパネルサン
プルを用いた.













まり良 くない.これは購入金額が高い方のセグメントでは、 定数項が有意であることによ るもの
と考えらる.
表4-2 総購入金額によるi替在セグメン トモデル
変数名 セグメン トl※ 2 セグメント 2※ 2
j室 sc定数項3※ l 4.48 (1.1) 1ー.92 (-1.5) 
択 sc定数項4※ l 2.32 (1.4) 1ー.44 (-1.4) 
モ 距離 1ー.52(-1.4) 0ー.614(-2.2) 
ア 交通手IJ便性 0.542 (1.5) 0.388 (1.5) 









… ?…?…?… ?? 、 ?… ?…… ?… ?…??




サンプル数 5 1 
p- 0.374 
※ 1 表中の 3および4はWAVEを表す ※ 2 : () 内は t値 ※ 3 1を基準とした t値







(4.12)式で表されるセグメント帰属度と， (4.9) --(4.11)式で表された選択モデルを (4.8)
式中に代入 して得られる個人の選択確率を，個人の尤度として最尤推定法を用いて同時に推定し










?， ， ，? ?












































0.835 (0.5)※ 3 
51 
0.292 










































れ. これら 10の態度指標に対する満足度がアンケート調査中で尋ねられている.式 (4.9)-
(4.11 )の効用関数の説明変数に用いた変数のうち，交通利便性満足度はこれら 10個の態度指
























Y1 (time) εl 
y1(ease) 人 Eウ
Y1 (fare) 一 λウ C; + ε3 
Y1 (plac) λ3 E4 
Y1 (rout) λ4 ε 5 
Y1(V訂 i) E6 
Y1 (qual) λ5 ε7 
Y1 (pric) 一 λ6 C;' + E8 
y1(adνe) λ7 E9 









む=íG，~S +わ=1，2 (4.19 ) 


































































変数名 セグメント 1※ 2 セグメント 2※ 2
J~ sc定数項3※ l 3.29 (1.8) 1ー.64(-1.0) 
択 sc定数項4※ i 1.90 (1.9) -1.25 (-1.0) 
モ 距離 1ー.29 (ー1.8) 0ー.632(-2.2) 
ア 交通利便性 0.508 (1.7) 0.320 (1.4) 
jレ 買物利便性 -0.173 (-l.0) 1.46 (l.8) 
ε円;15. ε円ト15: 1国人nのそれぞれの時点における代替案 iについての誤走項





川'15 '日;15' "'/1;15 (4.24) 
帰属度モデル 態度変数 2.41 (1.3) 
=λ +V 
/1;1ー15 川/1;15' "'/1;1-15 (4.25 ) 

















U..，. =V，.I.+λ +V ヤ15- Y /1;15 I /¥./liI5 I Vn川s (4.26) 
さらに， 4-3-3と同様に，スケールパラメータμを導入して効用関数のスケールを統ー
する.ここに，スケールノてラメータμは.
Var(V"ilIJ =μ2 . Var(v川 fー llJ (4.27) 
という関係を示し，効用関数の誤差項Uは，時点に対し組立で同ーな分散を持つ確率項と定
義する.このとき t時点およびスケールパラメータを導入して再定義した t- 1時点の効用関数
は以下のようになる.
Unills = V，lils +λnils + Vnills (4.28) 
セグメント sが与えられた条件のもとで t時点における効用関数 U川一Ils-μ'-:';1ーIls+μλnils +μVn;I_Ijs (4.29) 




U川 1-lIs= v:，川s+εn川 s (4.23 ) 
120 121 


















となる.ある個人が t時点， t -1時点でそれぞれ i，jという代替案を選択する同時選択確率
P'，は， λの分布形を与えることにより次のように与えられる.







変数名 セグメント i※2 セグメント 2※2
j翠 sc定数項3※ l 4.40 (1.7) -1.99 (-1.3) 
択 sc定数項4※ l 2.34 (1.8) -1.29 (-1.1) 
モ 距離 1ー.56(-2.0) 0ー.732(-2.8) 
ア 交通利便性 0.536 (1.8) 0.403 (1.7) 
jレ 買物利便性 0ー.177 (ー1.0) 1.53 (2.2) 
帰属度モデル 態度変数 2.57 (1.6) 
スケールノぐラメータ 1.35 (0.8) ※3 
観測数 102 
P2 0.255 
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ネル分析が行われた 19 8 0年代では.交通関連の調査で回答者を具体的に特定する氏名，住























Panelで、は，低収入層の回答率が低いこと (Golobet al. (1986) )やモピリティーの高いサンプ
ルがパネルから脱落し易いという報告 (Meursand Ridder (1992) )がある.Dutch National Mobility 
パネルではこの他に，単身者，高齢者の世帯は特に脱落しやすく，その非ランダムな脱落現泉
は調査初期では特に顕著で.調査が進むにつれてパネルからの脱落はランダムになって行き.
WAVE6やWAVE7まで至るとほぼ完全にランダムに脱落する傾向が見られる (vsnWissen and 
M eurs (1989) ) .モピリティの高いサンプル脱落の理由として，Meurs and Ricrer (1992)はパ

















サンプルアトリシこのようなノ〈イアスを防ぐために.(Ben-AkivaandLennan (1985) ) . し3る
兵の;1JE項の1m待1，tfがゼロにな らt~年成されたパネルデータによって推定される選択モデルは
ヨンの発生を最小限にとどめるよう調査を行うために.保々な実践的方法論が試みられている.
1J1ノ主Jlそこでこのゼロからのずれをモデル化し.(杉恵ら 1993)) . ない危険性を含んでいる
あらかじめ電話で調査への協力を確認してか例えば調先結果を随時被験者に知らせることや，
の期待値がゼロになるように修正しない場合.推定したパラメータにはバイアスが生じる
らサンプリングを行ったり .WAVE問に電話などで被験者に コンタ クトをとるといった方法であ
これと似た現象である.特定の月I~lJi :fâ~ を j芯Heckman (1976)は離散一連続モデルを用いる 1;祭に，





このよ り一般的なモデルはPendya1aand Kitamura (1995)に示され，アス修正項を示している.










t 時点の滞留者nの t- 1時点での滞留及び離脱に関する潜在変数An .pI-l及びAn，PPI-lをその幾つかの例を次節で挙げる.に大きく分けられる.
(5.1 )式及び (5.2)式のようになる.の確定項と誤差項の和で示すと，
AU=出l+Cl (5.1 ) パネル消耗に関する既存研究のレビュー5-2-2 
(5.2) ベ;p=円二十S:I二:P4-2でj主近年のパネルデータを用いた既存研究は.パネルデータの特長を生かした上で，
、，
'-(5.1 )式及び (5.2)式の左辺が潜在変数，右辺第 l項が確定項，第 2項が誤差項であるその他にはデータ採集方法および採取されたべたパネルデータの欠点を修正するものが多く，
の誤差項にガンベル分布を仮定し消耗モデルを 2項ロジットモデルで定式化すると.個人1の消パネルデータ独自のモデルを用いるその中で.データに存在するバイアスの確認などが多い.




































































た研究にHausmanand Wise (1979)がGaryIncome Maintenanceデータ (Winner(1983) )を用いて
所得の変化の分析モデルを推定した研究や Winner (1983)の自動車の購入意向分析を行った例
が挙げられる.このほかに交通分野での研究としてKitamuraandBovy(1987)のトリ ップの発生
回数を離散一連続モデルを用いて分析した研究や Hensheret. al. (1992)の自動車の走行量を分
析などが挙げられる.
2 )サンプリングウェイトを考慮する手法
Manski and Lerman (1977) は，各離散選択肢の母集団における選択シェアが既知であれば，
Choise-basedサンプルを用いて一致性のあるパラメータ推定量を得る手法を示している.属性X;
をもっサンプルのパラメータ Oが与えられたときの対数尤度関数を ヱム(わ;)とすると
Manski andLermanの提案するWES恥江 (WeightedExogenous Sample Maximum Likelihood Estimator) 
推定量は， Wiを既知の正の値である重みとしたときエw;L;(伐Xi)の最大化によって得られる











みに使うことは，正確なサ ンプリ ングウェイトになっていないという 問題がある.Brownstone and 
Chu (1992)では. 多重内挿法 (MultipleImputations Technique)をWESML推定量と共に用いて，
先に述べたサンプルウェイトが不正確になってしまうこと補正 している.この手法はBrownstone
and Golob (1992)でサンプルウェイトの不確実性を考慮するために用いられたもので.サン プ
ルウェイ トを特定の確率分布を持つ確率変数として考え.乱数によってサンプルウェイト をシ











郵送配布であるかにかかわ らず，その回収率は 10%---3 0%程度であることが多い.山形
(1995)が調査方法別の特色をまとめた表の一部を表 5-1に掲載する.
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表 5-1 主な調査方法における訓在特性 (iJxt争)
特性 対象者の 有効回収に 記入内容 記入内容の !日H与しうる jt J-fi 
方法
ランダム性 おける偏り の質 確認 イT却J同収不
訪問面J妾 良 少 良 有 80 -9000 柏~，'. 
訪問留置 良 少 中 有 70---90 ~b lJ ear J 
郵送 良 ょ~ 否 主任 10 -30 00 iH: 
主IGF，王日手山 ほぽ良 少 良 有 70---9000 e1f82r j 
現場面接 否 ょクrノ 良 有 低 (氏
現場調査票 ほぼ良 少 中 1ilf: 60 -90(も
現場郵送 否 .，λYアF 否 4r: 10"'20% 低




を行い. 訪問調査 ・郵送調査それぞれ比較的回収率の高い郊外部では郵送調安では自由トリ ッ
プや短 トリップの抜け落ちに伴う外出率の低下が観測される一方， 回収率が訪問 ・郵送ともに
低い都市部においては訪問調査の優位性がすでに失われている可能性を指摘している.
本研究で取り扱うパネル調査は，何度も繰り 返 し調査を行うため，その調査費用と労力の低











配布数 回収数 有効回収数 備考
(回収率) (有効回収率)
甲府民物パネル 653 現場配布郵送回収
(WAVE 1来訪) 1500 (53.5% ) (質問数少)
甲府買物パネル 357 161 現場配布郵送回収
(WAVE 3来訪) 2000 (17.9%) (8.1 %) (質問数多)
j界所要l時間パネル 634 現場配布邸送回収
(大浜WAVEl来訪) 2290 (27.7% ) 
茨木駐車場パネル 856 831 現場配布郵送回収
2757 (31.0%) (30.1%) 













である.これらのうち，調査対象・目的としてDutchNational Mobility Panel (Van Wissen andMeurs 
(1989) )やPugetSound丁目nsportationPanel (MurakamiandWatterson (1990) )はライフサイク
138 
ルや所得の変化等の外部要因の変化が.交通行動にどのような彩特を与えるかといった交通行
動の動的特性全般を， South Yorkshire Panel (Goodwin (1986) )は車保有とパス利用の長!日j的関
連'1生を. Honolulu 丁目nsportationDemonstration Panel (Golob (1990) )は時差出勤市IJ試行の川市
を.Southern California Commuter Panel (Uhlanerand Kim (1992)は通勤交通行動を.Cardi仔Consumer
Panel (Wingley et. al (1985) )は買物交通行動を，千葉モノレールパネル(鈴木ら (1990).折
谷ら(1990) )‘広島新交通パネル (藤原，杉芳、(1992)，杉72、ら (1992) )は新規交辿機Ilfj
の導入に伴う交通行動の変化を.堺所要時間パネル (Iidaet.心 (1992).内田ら (1992) ) .は
所要時間表示によるドライバーの学習効果をそれぞれ主な目的とした調査である.表 5-3を
表 5-3 代表的なパネル調査のWAVE問の消耗状況
wave1 wave2 wave3 wave4 wave5 wave6 
配布数 回収数 回収数 回収数 回収数 回収数 回収数
調査年 調査年 調査年 調査年 調~年 調査年
Dutch National 1764 1030 854 
Mobilitv Pane1 1984 1986 1988 
Puget Sound Pane1 1713 1391 801 
1989 1990 1992 
South Califomia 2953 1448 833 535 344 274 
Transportation Pane 1990 1990 1990 1990/91 1991 
3128 1348 ーー.... -・ー・ ，・
v (世帯) ・..・・
South Yorkshire 3045 8252 
I・Panel (個)¥.) 1984 '，:.;・:，'・ι
1981 
Honolulu 2297 2005 
1988 1988 Transportation 
.・a・・
Demonstration Pane . 
. .ー :且.・..‘ 
Cardi仔Consumer 2012 455 . .，" 
Panel 1982 1982 ・4 •• 
'， • 1260 892 432 
i戸'.:屯 勿F后ザん日ιよ':";':;';:;:(世帯) (世帯) (世帯) . 





堺所要時間パネル 2290 634 388 295 251 224 137 
(大浜 1) 1991 
1991 1991 1992 1992 1993 
甲府買物パネル 1500 653 221 153 117 86 71 
(VVAVE 1配布) 1989 1990 1991 1992 1993 1994 
広島 SPパネル . 509 75 52 37 





方法の変更などによる消耗率の変化が検証されている.前述のPugetS ound Transportation Panel 
では金銭的なインセンテイプを増加しても，返答率が増加するという保証はないと報告されて
いる (Mura]叩iand Watterson (1990) ). Puget Sound Transportation Panelではその他にも被験
者と 1~. にコンタク トをとるためにWAVE問でGreetìngcarせなどを送っている (Murakamiand Ulberg 
(1992) ) . Montgomery County Trip PU巾osePanelでは無料乗車券など金銭でないインセンテイ
プを与えたが，回収の時間的制約などによりそれほどの効果を上げていない (Kumarand Replogle 










































WAVE3 WAVE4 WAVE5 
図 5-2 各WAVEでのパネルサンプルの性別構成
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表 5 -，1 (W A VE 3 ) グループ別および全サンプルでの選択シェア
WAVE3 女性 男性 全サン7。ル
SC 63.5% 64.9% 64.0% 
中心部商庖街 8.2% 3.8% 6.5% 
j右寄 りス ハー@ー 28.3% 31.3% 29.5% 
計 100% 100% 100% 
表 5-5 (WAVE4) グループ別および全サンプルでの選択シェア
WAVE4 女性 男性 全サンアル
SC 55.3% 54.4% 55.0% 
中心部商庖街 14.6% 10.5% 13.1 % 
最寄りスー ハ。一 30.1% 35.1 % 3l.9% 
計 100% 100% 100% 
表 5 -6 (WAVE 5) グループ別および全サンプルでの選択シェア
WAVE5 女性 男性 全サン7。ル
SC 49.3% 69.7% 55.8% 
中心部商庖街 7.0% 6.1% 6.7% 
最寄りスー ハ。一 43.7% 24.2% 37.5% 











2 )各買物目的地に対する 回答者の交通利便性満足度指標(1 0段階評価)
3 )各買物目的地に対する回答者の買物利便性満足度指標(1 0段防評価)
ただし 全データの中から，推定に使用する 各寅物場所への自宅からの距離及び. J~物坊所
に対するサンプルの買物利便性満足度及び交通利便性満足度の指僚が揃っ ているサンプルをJnl
出し， WAVE3とWAVE4のデータを用いて 2度以上アンケー トに回答 しているサンプルとi皮し
か調査に参加していないサンプルに分割して.それぞれについてモデルを推定 し. それらの!日j
にパラメータの相異があるかを検証する.
WAVE3 の各選択肢の効用関数は以下の (5.13 ) 式から (5 . 15 ) 式のよ う になり • WAVE.lに
ついても同様に定義されている.
u;!;γ=PZSLE3+ε:;ア (5.13 ) 
u;!?E3=PZJM+E刀'e3 (5.14) 















表 5-7 調査参加回数が一度のサン プルによる推定結果 表 5-9 WAVE3と4に参加したサンプル総てをプールした場合の推定結果
変数名 推定値※ i変数名 推定値※ l
sc定数項 0.380 (2.6) sc定数項 0.309 (1.7) 
中心街定数項 1ー.15(-3.0) 中心街
定数項 -0.863 (-2.4) 
距離 0.0083 (0.8) 距離
-0.0062 (-0.7) 
交通利便性満足度 0.113 (2.3) 
交通利便性満足度 0.175 (3.7) 
買物利便性満足度 0.117 (1.5) 買物利便性満足度
0.0852 (1.7) 
スケールノてラメータ 1.77 (1.4)※2 





※1 () 内は t値 ※2 1を基準とした t値
※1 () 内は t値 ※2 1を基準とした t値
、 、? ? ?






































































ってゆき.最終的には安定した状態に到達して行くと報告されている ものが多い(例えば， Wissen 
































Pr-1τ(dropout) = F(τ)-F(τ-1) (5.21 ) 
となる.既存の研究によると，個人がパネル調査に参加している期間は，個人や家庭の属性に






























An二 IXn (5.27 ) 




























これらより， 2つの系列相関項8".，.と λHが既知のときの，時点 tで個人nの選択肢iの選択確
率は， ε;tにI.I.Dガンベル分布を仮定することで次の式のように表すことができる.
exp(Bz".i + 8n.， +λ，) 凡(iI 8/1.'"人)=ゃ芝exp(Bz".k+ 8n.k +λJ 
keCn 
(5.30) 














































P(iIZ，s) P(Z) H(g) 
f(i，Z) = f(i，Zlg)H(g) = (5.33) 
(5.35) 


























No， g 調子正禁配布時点(以下WAVEO と呼ぶ)でのg~ヨに属する人数の推計量
N"g : T時点でのg屑の残留人数
この関係を用いるとd習のWAVEOつまり母集団でのシェアを以下のように推定できる.



























本節では， 5-3-3で定式化した消耗 ・選択モデルを 5-3-2で分析したrp!{.fパネルデ
ータを用いて特定化する.先に述べたように甲府パネルデータは.現在まで 7WAVEのデータが
t前っている.しかし， WAVE 1とWAVE2については只'物目的地選択に必要なデータが合まれて
いないことなどから， WAVE3， WAVE4， WAVE5のデータのみを用いてモデルを付与築する.
買物目的地選択のモデルは 5-3-2と同じ 3項選択とし，以下の同様な 3種類の説明変数と
scと中心街の定数項を導入した.
1 )自宅から買物場所への距離






れた性別と定数項の線形和とした.各WAVEで女性のサンプルはそれぞれ 10 0)し '18人， 3 




入 し，性別を効用関数に用いないモデル (以下モデル3)2つの推定結果をを表5-1 1に示
した.

















































※1 : 0内は t値 ※2 性別ダミー:女性1，男性O ※3 : 1を基準とした t値
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がWAYE3からWAVE4にかけてが48%.WAVE，lからWAYE5が68.8 0らであるのに対し.
モデルから計算される推計値はそれぞれ57.8 %. 5 i. 1 %であった.男性の実際の残fRJ容は
45.7%. 43.8%であるのに対し，モデルの推計令官はそれぞれ 5.1 . i0 0 • 5 2 . 2へ}などと
なり.このモデルによる予測値はサンプル全体の残留率の特徴が薄れ，平均をとったような値
になっていて，あまりモデルの推計精度が高いとは言えない.ここで.本モデルの特徴である
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その結果として. ，1つの推定法から得られた主観的・ 潜在的変数は， いずれも選択モデル中 が確認され.s pデータの収集方法に原因を持つバイアスの存在が否定できないというキr'fQ~にな
で有意なパラメータを持ち，その有効性が確かめられた.ただし，各推定方法の問では線形構造 った.よってこのアプローチを採用する場合には， s pデータ収集j去の検討を行う必要'1告がある













2 )個人の異質性を考慮した非集計モデルの構築 在する. ( 3章)








































































1 ) 本研究で提案した新たなモデルについての予測能力の評価は， 主に非集計分析で用いられ
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